
はじめに

平成１０年度決算検査報告は，課税・徴収の実際の運用問題ではなく，税制のあり方そのものに係わる二

つの重要問題を提起していた。

一つは，現行税制の制度的欠陥が租税回避を誘発している実態を明らかにした，登録免許税に係わる特

記事項であり，他の一つは消費税滞納の実態と問題点を指摘した，会計検査院法第３６条に基づく意見表示

である。本稿ではこの二つの重要な指摘を具体的素材に，税制改正と会計検査との関係を検討してみた

い。

１．登録免許税特記事項と平成１２年税制改正

まず，平成１０年度決算検査報告が問題とした従来の登録免許税の制度的欠陥を概観しておこう。従来の

登録免許税は不動産の所有権移転登記の場合は税率が５％であったが，共有物の分割は０．６％とされてい

た。これが租税回避的に利用されるというのは，「不動産の所有権を甲から乙に移転する場合に，当初に

当該不動産のわずかな持分（例えば１００分の１）を売買で移転して甲乙の共有状態とした後，残りの持分

を補償分割として移転すると，当初の売買には税率１０００分の５０が適用されるが，これに引き続く補償分割

には税率１０００分の６が適用されることになる。したがって，全体の持分について売買を登記原因として所

有権を移転する通常の場合に比べて登録免許税が少額ですむことになる１）」

共有物分割の軽減税率が分筆前の持分に応じない部分についても適用されることとされていたのであ

る。そのため，例えば１億円の土地を通常の売買による所有権移転登記をすると

１億円×５％＝５００万円

の登録免許税がかかることになるが，まず土地の１００分の１だけを所有権移転登記し，その後共有物の分

割として登記し，単独所有に変える方法を採るとどうなるのだろう。
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１億円×１／１００×５％＝５万円（所有権移転）

１億円×９９／１００×０．６％＝５９万４千円（共有物の分割）

すなわち，合計約６４万円と，通常の場合の１０分の１程度になってしまうのである。このうような回避行

為が蔓延していた実態を検査報告は次のように指摘する。「売買等によって移転する持分の割合が少なく

（全体の１０分の１以下），これに引き続いて短期間（３０日以内）で共有物の分割による残りの持分の移転

が行われていて，通常の所有権の移転の登記とは認め難い方法をとっている事例が，東京法務局ほか２４登

記所において６５５件（土地延べ１０３３個，建物延べ６１３個）見受けられた。そして，これらの６５５件のうち，

当初に移転した持分の大きさが１００分の１以下であるものは６２６件（全体の９５％），当初の持分の移転の登

記申請とこれに引き続く残りの持分の登記申請が同日に行われていたものは６１２件（全体の９３％）となっ

ていた。このような事例は，共有物の分割を登記原因とする場合の税率が売買等に比べて低くされている

ことを利用し，登録免許税の軽減を目的として登記申請を行っているとみなさざるを得ないものである。

そして，このような方法による所有権移転の登記にまで共有物の分割の低い税率を適用することは，二重

課税を防止するという趣旨に合わず，ひいては，税負担の公平を欠く結果を招いていると認められる２）」

会計検査報告が指摘したこの問題は，単に運用の問題ではなく，共有物分割の軽減税率を分筆前の共有

持分に関わりなく認めている制度的欠陥によるものであろう。そこで，同報告は検査院の所見として次の

ように述べている。

「本件事態は，基本的には一部の登記申請者の納税意識の欠如に起因するものであるが，法律，制度面

における次のような事情にもよるものと認められる。

�ア 登録免許税法では，共有物の分割による所有権の移転の登記には税率１０００分の６を適用すると規定

されているので，前記のような極端な事例であってもこの税率が適用されること，

�イ 不動産の権利に関する登記については，登記官は多数の登記申請を迅速に処理しなければならない

ことなどから，書面により審査する方法が執られており，登記原因等の実態を調査する制度には

なっていないこと，

�ウ 税務署の職員が登録免許税の納税者に対して調査を行う制度にはなっていないこと

上記の事情を勘案すると，本件事態を是正し税負担の公平化を図る解決策は容易に見出し得ない状況に

ある。しかし，適正公平な課税の実現が図られるよう，登録免許税の税額の認定及び納付の確認を行う法

務省，租税に関する制度の調査，企画及び立案を所掌する大蔵省等において検討，協議を行い，本件事態

の是正に向けた適切な処置が執られることが望まれる３）」

この会計検査院の指摘は，平成１２年の税制改正で見事実を結んだ。同年の税制改正は，この指摘を受け

て，分筆前の共有持分に応じる部分以外の税率を通常の所有権移転と同様の５％に引き上げたのである。

これにより，前述のような場合，１００分の９９についての共有物分割を通じて単独所有に変えようとしても，

税率は５％になり租税回避が封じられることになったのである（租税特別措置法第８４の４�１）。ある解説

は，この改正の経緯を次のように述べている。「今回，会計検査院の『平成１０年度決算検査報告』におい

て，実際には売買取引であるにも係わらず，登記上，当初僅少な持分について売買による移転登記を行

い，その後残りの持分について共有物の分割による移転登記を行うことにより登録免許税の負担の一部を

免れている実態が散見される旨が同決算検査報告の特記事項において指摘されました。これについて，共

２）平成１０年度決算検査報告４３７～４３８頁。

３）平成１０年度決算検査報告４３９頁。
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有物をその持分に従い分割し単独所有とする『現物分割』による共有物の分割を念頭に売買等による移転

に比べて低い税率としている登録免許税法の規定の趣旨に沿わないこと，また，会計検査院の指摘により

このような登記を行えば実質は売買であるにもかかわらず低い税率が適用されることが明らかとなり，今

後このような不実な登記が増加することが想定され，課税の公平の観点から，これに緊急に対応する必要

があること等から，今回共有物の分割による所有権の移転登記について，従前の共有持分に応ずる部分以

外の部分に対する登録免許税の税率を，売買等を原因とする登記と同様に１０００分の５０とする適正化措置を

講ずることとされました４）」

ここには会計検査院の報告書が改正を決定づけたことが明確に述べられている。会計検査院は税の使途

の問題だけではなく，現行税制の税務の執行や租税回避行為の実態等をも調査し，その調査結果が税制改

革に繋がったことになる。一般的には，税の徴収や使途の監視とみられている検査院の調査活動が税制自

体の改革を促したことの意義は大きい。

直接の税制改正までに繋がったかどうかは別として，こうした会計検査の税制への影響は従来の検査に

おいても，若干みられた。

１）昭和５１年度に大蔵省特記事項として「社会保険診療報酬の所得計算の特例」が取りあげられ，医師

の現実の経費率の平均と法定経費率７２％との間に２０％の開差があること，収入に比例して経費差額

が増加している実態等を指摘していた５）。この問題は，周知のように，不公平税制の象徴として議

論され，政府税調においても昭和４９年の答申６）以来，毎年厳しい批判がなされ，ようやく昭和５４年

の改正で経費率の見直しが行われている。税調の批判を会計検査院が裏付け，改正を促したともい

えよう。

２）昭和６０年の農地に係わる相続税猶予制度の運用是正指摘。これは，農地を転用したり，譲渡した場

合には猶予の対象にはならないにもかかわらず，実際には譲渡後も課税されていなかったりした実

態の指摘であり，運用面の是正要求だったといってよい７）。

３）昭和６２年度の住宅用家屋の所有権移転登記にかかわる登録免許税の是正。これは住宅用の特例であ

るにもかかわらず，実際には住宅として入居，利用されていないものに特例が多数適用されている

実態を指摘したもの。法務省への特記事項とされていた８）。

４）平成２年度の還付加算金が課税されていない実態についての指摘。還付加算金も所得であり，課税

対象になるが，納税者も課税庁もこの点の認識が不十分で，課税漏れが多い実態を指摘し，改善を

促したもの９）。

このように，従来から税制についても重要な指摘をしてきていたが，主として徴収の運用面であり，平

成１０年度の報告のように，直接税制改正に影響を与えるまでにはいたっていない。その意味で，平成１０年

度の決算検査報告は検査院の役割を質的にも高めたようにも思われる。

４）白戸正俊「租税特別措置法（登録免許税）の改正について」税経通信５５巻８号１９０頁。

５）昭和５１年度決算検査報告９５頁以下。

６）昭和４９年１０月「社会保険診療報酬課税の特例に関する答申」

７）昭和６０年度決算検査報告４３頁以下。

８）平成６２年度決算検査報告２９８頁以下。

９）平成２年度決算検査報告６１頁以下。
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２．消費税と滞納

つぎに第２の問題の消費税と滞納問題の検討に移ろう。検査報告は新規発生滞納額の推移を次のように

まとめたうえで，「税目別にみると，消費税が他の税目では減少傾向又は横ばいとなっているのに対して

著しく増加しており，１０年度には国税全体の４４．２％を占めるまでになっている１０）」という。

確かに，この推移をみると，滞納に占める消費税の比重は相当に高くなっている。同報告は，続いて，

消費税の仕組を次のように解説している。「消費税は，製造，卸売，小売等の各段階の売上に課税され，

その税額が順次価格に上乗せされていくことにより最終的には消費者が負担することとなっている。そし

て，各段階の事業者は売上に係る消費税額から仕入れに係る消費税額を控除した額を納付することとなっ

ている。このように，消費税は事業者を納税義務者としているが，最終的にはその負担は消費者に転嫁さ

れることとなっている。こうした仕組みから，事業者が納付すべき消費税相当分の資金は消費者からの預

り金的な性格を有するものである１１）」

消費税が預り金的性格を有しているものだとすると，確かに，滞納が増えていることは検討しなければ

ならない問題となろう。

そのうえで，滞納が生じている原因を検査し，その結果として次の問題を指摘する。「上記の８０８業者が

滞納に至った原因を滞納整理に関する書類などにより調査したところ，売上減少，運転資金調達困難，過

大投資等から資金繰りに問題が生じていたと推測されるものが１０８４件（原因が複数あるため事業者数とは

一致しない。）あり，合計１２３０件の大部分を占めていた。そして，以上のような原因により事業者が滞納

するに至った背景には，次のようなことがあると認められた。�１事業者に消費税が消費者からの預り金的

表１ 新規発生滞納額の推移

（平成１０年度決算検査報告８８頁より引用）

１０）平成１０年度決算検査報告８８頁。

１１）平成１０年度決算検査報告８９～９０頁。
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性格を有する税であるという認識が希薄であること，�２課税売上に係る消費税相当分の資金と売上金とが

資金的に明確に区分できないこと，�３納付回数が年１回から４回であるため，納付すべき消費税相当分の

資金を受け入れてから納付するまでの期間が長いこと１２）」

そこで，滞納防止策として，同報告は�ア広報，�イ入札参加資格に納税証明書の添付，�ウ納税資金の備

蓄，等の実態を分析し，改善意見として「�ア消費税は消費者からの預かり金的な性格を有する税であると

いう趣旨の広報活動をさらに徹底するなどして，事業者に期限内納付のより一層の周知徹底を図ること，

�イ資格審査の申し込みの際に証明書の添付等を求めていない地方公共団体に対して引き続き協力要請をす

ること，また，国の機関等に対しても証明書の添付等を求めるよう協力要請すること，�ウ納税貯蓄組合等

の関係民間団体に対して消費税の納税資金の備蓄を行う旨を事業者へ働きかけるようより一層の協力要請

をすること１３）」を指摘している。

決算検査報告は，このように，消費税の滞納問題に関していくつかの重要な論点を検討している。今回

の指摘は協力要請程度の穏やかな指摘にとどまっているが，この問題は，消費税制度のあり方をも再検討

させる論点も含んでいる。そこで，以下では，検査報告での指摘に沿って消費税滞納問題を税法的見地か

ら検討してみよう。

２．１ 消費税滞納率は異常か
まず，そもそも消費税の滞納は検査院が問題視するほ

どのものなのだろうか。確かに，消費税導入時と比較す

ると滞納額も滞納率も上昇していると言える（表２）

しかし，他の租税と比較するとどうなのだろう。

表３の他の租税の滞納率と比較すると，確かに源泉所

得税や法人税と比較すると滞納率は高いが，申告所得税

や相続税に比べればまだ低いということがわかる。しか

し，消費税の間接税という性格に着目した場合には，直

接税との比較はあまり意味がなく，間接税と比較すべき

かもしれない。すると，間接税が含まれている「その他

の税目」欄と比較すべきこととなるが，０．１％程度の他

の間接税と比較すると，消費税の滞納は確かに異常と言

えそうである。もっとも，次の表４のように，昭和４０年・５０年の各税の滞納率と比較すると，酒税等の間

接税が極端に低いのに対して，消費税の前身である物品税は必ずしもそうではなかったことがうかがえ

る。

確かに，間接税はもともと直接税と比較すると滞納率がきわめて低く，こうした間接税の一般的傾向か

らすると消費税の滞納率は異常ともいえるかもしれない。しかし，消費税以外の間接税はいわゆる製造者

課税であり，最終小売業者は納税義務を課されていないのである。大手業者が多い製造段階で一回だけ課

税する間接税と，全段階で課税し，納税者の大部分が小売業者になる消費税とでは，後者の滞納率が高く

なるのは当然であろう。そこで，小売業者が納税義務者となっている他の間接税との比較が重要になって

表２ 消費税滞納率の推移

徴収決定額 新規滞納額 滞 納 率

平成元年 ３９，３７０ ３０６ ０．７８％

平成２年 ６１，７４１ １，７１２ ２．７７％

平成３年 ６６，５９９ ２，２７５ ３．４２％

平成４年 ７１，５９６ ３，８９１ ５．４３％

平成５年 ７４，８０８ ４，５９７ ６．１５％

平成６年 ７４，５２４ ４，３６９ ５．８６％

平成７年 ７４，５４５ ４，２６３ ５．７２％

平成８年 ７６，１６３ ４，３００ ５．６５％

平成９年 ９５，０８０ ５，３９５ ５．６７％

平成１０年 １０５，２２８ ７，２４９ ６．８９％

（平成１０年度決算検査報告８９頁より作成）

１２）平成１０年度決算検査報告９０～９１頁。

１３）平成１０年度決算検査報告９４頁。
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くるが，現行税制では比較対象がないといわねばならない。参考になりうるのは，旧物品税における第１

種物品であろう。この第１種物品はいわゆる小売店が納税義務者であったからである。そこで旧物品税の

滞納率の内訳を調べる必要があるのだが，残念ながら国税庁は物品税の滞納率を第１種と第２種に区別し

て公表していない。したがって正確な数値をあげることはできないが，物品税の滞納の大半は第１種物

品，つまり，小売店を納税義務者にしている部分であって，製造者を納税義務者としている第２種物品の

滞納率はきわめて低い，というのが物品税徴収担当者間の常識であった。このことを直接裏づける資料は

ないが，犯則調査等により更正処分を受けた物品税の内訳等を調べると，前者が後者の数１０倍（第１種物

表３ 税目別滞納の発生及び整理の状況 単位：億円，％

区 分

税 目

発 生 の 状 況
要整理滞納額

整 理 の 状 況

徴収決定済額 新規発生滞納額 滞 納
発 生
割 合

整 理 済 額 処 理

割 合

整理中のもの

前年比 前年比 前年比 前年比 前年比

全税目

合 計

８ ５３１，００８ ９８．８ １５，２９５ ９８．３ ２．９ ４１，９０１ １０３．４ １４，８７０ １０６．７ ３５．５ ２７，０３１ １０１．６

９ ５４４，１０８ １０２．５ １５，９３２ １０４．２ ２．９ ４２，９６３ １０２．５ １５，１３３ １０１．８ ３５．２ ２７，８３０ １０３．０

１０５０５，０３７ ９２．８ １６，３８３ １０２．８ ３．２ ４４，２１３ １０２．９ １６，０６４ １０６．２ ３６．３ ２８，１４９ １０１．１

税

目

別

の

内

訳

源
泉
所
得
税

８ １６１，７３６ ９４．８ ２，００６ ９６．７ １．２ ６，４５５ １０４．６ １，７５５ １０１．９ ２７．２ ４，７００ １０５．６

９ １６６，４６２ １０２．９ ２，１０９ １０５．２ １．３ ６，８０９ １０５．５ １，７５２ ９９．８ ２５．７ ５，０５７ １０７．６

１０１５０，５４４ ９０．４ １，９１２ ９０．６ １．３ ６，９６９ １０２．４ １，８２４ １０４．１ ２６．２ ５，１４５ １０１．７

申
告
所
得
税

８ ４１，２５５ １０３．３ ３，０３７ １０１．９ ７．４ １０，９９３ １０２．６ ３，０２７ １０９．６ ２７．５ ７，９６６ １００．１

９ ３９，９８２ ９６．９ ３，１２８ １０３．０ ７．８ １１，０９４ １００．９ ２，９２４ ９６．６ ２６．４ ８，１７０ １０２．６

１０ ３４，４１１ ８６．１ ２，７８７ ８９．１ ８．１ １０，９５７ ９８．８ ３，１５５ １０７．９ ２８．８ ７，８０２ ９５．５

法

人

税

８ １４９，７７６ １０４．４ ３，１１０ １０６．５ ２．１ １０，４６５ １０１．５ ３，４７６ １１７．６ ３３．２ ６，９８９ ９５．０

９ １４１，５９６ ９４．５ ３，０９０ ９９．４ ２．２ １０，０７９ ９６．３ ４，０１３ １１５．４ ３９．８ ６，０６６ ８６．８

１０１２１，６４６ ８５．９ ２，６８０ ８６．７ ２．２ ８，７４６ ８６．８ ３，３８９ ８４．５ ３８．７ ５，３５７ ８８．３

相

続

税

８ ３１，２０１ ８６．３ ２，６７０ ９３．４ ８．６ ５，０５０ １０５．３ ２，３７４ ９８．３ ４７．０ ２，６７６ １１２．４

９ ３０，９０５ ９９．１ ２，０９２ ７８．４ ６．８ ４，７６８ ９４．４ １，７６４ ７４．３ ３７．０ ３，００４ １１２．３

１０ ２５，７４９ ８３．３ １，６８９ ８０．７ ６．６ ４，６９３ ９８．４ １，３３４ ７５．６ ２８．４ ３，３５９ １１１．８

消

費

税

８ ７６，１６３ １０２．２ ４，３００ １００．９ ５．６ ８，１６１ １０７．１ ３，９１９ １０４．２ ４８．０ ４，２４２ １０９．９

９ ９５，０８０ １２４．８ ５，３９５ １２５．５ ５．７ ９，６３７ １１８．１ ４，５２５ １１５．５ ４７．０ ５，１１２ １２０．５

１０１０５，２２８ １１０．７ ７，２４９ １３４．４ ６．９ １２，３６１ ２２８．３ ６，２１５ １３７．３ ５０．３ ６，１４６ １２０．２

そ
の
他
税
目

８ ７０，８７７ ９７．５ １７２ ３７．２ ０．２ ７７７ ８４．３ ３１９ １００．６ ４１．１ ４５８ ７５．７

９ ７０，０８４ ９８．９ １１８ ６８．９ ０．２ ５７６ ７４．２ １５５ ４８．６ ２６．９ ４２１ ９２．０

１０ ６７，４６０ ９６．３ ６６ ５５．９ ０．１ ４８７ ８４．６ １４８ ９５．４ ３０．４ ３３９ ８０．６

※平成１２年５月１６日付税制調査会参考資料２４頁より引用。

表４ 昭和４０年・５０年の各税の渋納率の比較

所得税 相続税 物品税 酒 税

昭和４０年 ７．０４ １２．６９ ３．４９ ０

昭和５０年 ６．５１ １６．９４ ４．１６ ０．０６

＊『国税庁統計年報書』より作成
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品は８２４億円の税額のうち２１億６４００万円＝約２．５％，第２種物品は８４２０億円の税額のうち２２億５１００万円＝約

０．２％）にも達していたことは一つの推測材料にはなろう。

さて，こうしてみると消費税が小売業者をも納税義務者にしている税制として，一般に想定される滞納

率を上回る，異常な状態にあるとまではいえないであろう。むしろ，導入期の滞納率の方が異常に低かっ

たとも言えるのではないだろうか。その原因としては，よく批判されてきた簡易課税に代表される中小企

業特例による大幅な軽減措置，バブル，等々が考えられる。これらの特例の縮小，バブルの崩壊によって

通常のレベルに達しただけとも言える可能性もあるように思われる。

２．２ 消費税は預り金か？
次に検査報告は滞納の増加の原因として「預り金的性格の認識の希薄性」を指摘している。この場合の

「預り金」の意味は，事業者は消費者から消費税を受け取り，その消費税を納付するまで預かっている，

ということであろう。しかし，周知のように，消費税法は納税義務者を事業者にしており（消費税法５

条），消費者には納税の義務は課されていない。従って，消費者は消費税を負担しなければならない法的

義務はなく，商品の価格に転嫁されて事実上負担することになるか否かは事実上の力関係の問題である。

もし，消費者に消費税を負担すべき義務があるとすると，「当店では消費税をいただいておりません」と

称している業者や「消費税還元セール」は違法な事業ということになる。そうすると，事業者が消費税と

称して受けとっている金銭及び消費者が消費税と思いこんで支払っている金銭の法的性格が問題になる

が，この点は東京地裁平成２年３月２６日判決１４）で争われた簡易課税制度の合理性に関して被告国が主張し

ていたように「事業者が取引の相手方から収受する消費税相当額は，あくまでも当該取引において提供す

る物品や役務の対価の一部」であり，同判決も「消費者の負担する消費税分は，その本質が対価に過ぎな

い」としているのである。つまり，税法的にいえば，消費者の負担している消費税相当額は消費税ではな

く，対価の一部にすぎず，それを含む売上の一定割合を業者が消費税として負担しているだけなのであ

り，業者にとっては売上から仕入を控除した差額にかかる税負担に他ならず，消費者からそれを預かって

いる法的構造になっているわけではない。預り金としての性格を徹底するなら消費者を納税義務者に規定

し，業者を特別徴収義務者にするほかない。従って，決算検査報告も「預り金的性格」という表現にとど

まっているのだと解される。

ところで，現実の消費行為においては，業者は消費税を請求するのを当然だと考え，消費者も消費税納

税義務が負わされているかのように行動しており，「預り金」的認識が希薄とは思われない。むしろ，預

り金的に現実には運用されているにもかかわらず滞納が増えていることを問題にすべきなのではないだろ

うか。このような観点からは，消費税の滞納は結局事業者の資金繰りや所得自体の変動に影響を受けてい

ると思われる。消費税の滞納率が申告所得税の滞納率と法人税の滞納率の中間に位置しているのも，この

ことを間接的に示しているとも言えよう。こうしてみると，消費税の滞納率はこの観点からもまだ異常と

は言えないように思われる。

２．３ 資金繰りと滞納
しかし，所得税や法人税率の引き下げの中で，消費税収の占める役割はますます重要なものになる。異

１４）判例タイムズ７２２号２２２頁，判例時報１３４４号１１５頁，税務訴訟資料１７６号１９４頁。評釈として阿部泰隆・租税判例百選〈第３版〉（別冊ジュリスト１２０）

１２６頁，吉良実・シュトイエル３４７号１頁，小林武・法学セミナー３５巻８号１１３頁，等参照。
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【導入時】� 【平成３年改正】�【平成６年秋の税制改革】�

（注）平成９年４月施行�

前課税�
期間の�
年税額�

500万円�

400万円�

60万円�

48万円�

48万円以下�

400万円超�

400万円以下�
48万円超�

60万円以下�60万円以下�

60万円超�
500万円以下�
60万円超�

500万円超�

4％（注）�3　　％�消費税率�

年４回�
確定申告　１回�
中間申告　３回�

年２回�
確定申告　１回�
中間申告　１回�

年１回�
（確定申告　１回）�

常とは言えないとしても，その増加に歯止めをかける必要性は高い。その対策として如何なるものがあり

得るのかも検討しておこう。

消費税の滞納の最大の要因は検査院が指摘するように資金繰りの悪化によるものであろう。そうだとす

ると，広報活動では根本的な解決を見いだすことは出来ないが，入札への証明書の義務づけ等は関連業者

にとっては死活問題になり一定の効果を持つものと思われる。しかし，一般業者全体に及ぶ滞納予防とし

ては，現行の帳簿方式による仕入税額控除方法と納付方法が問題になろう。帳簿方式は，仕入税額の対象

となる課税仕入をインボイスに基づいて計算するのではなく，所得計算に用いる帳簿に基づいて計算する

わが国独自の方法であり，消費税導入に対する事業者の抵抗を和らげるために採用されたものといえる。

しかし，このため事業者は消費税相当額を消費者から「預かった」としても，売上額一般と区別する意識

が希薄になりうる。

さらに納付まで，比較的長期間ある。わが国の消費税の納入時期は１年に１回もしくは２回，という形

で出発した。これも業者の抵抗を和らげる措置であったといってよいであろう。その後，図１のような変

遷を経て，現在は一定の業者は年４回にわけて３ヶ月ごとに納付することになっているが，大半の中小業

者は相変わらず年１～２回である。３ヶ月に１回とか，年１～２回の納付というのは，その間「預かった」

消費税相当額を運用する余地が生じ，そのことが結果として滞納に繋がる可能性もある。これらを改める

には，帳簿方式をインボイスに変え，預り金意識を明確にすることも考えられよう。しかし，帳簿方式を

インボイスに切り替えただけでは滞納予防という点からは必ずしも十分ではなさそうである。例えば，韓

国は，インボイス方式を採用しているが，滞納率は表５の通りである。

図１ 消費税の申告・納付制度の改正の推移

※平成１２年４月１８日付税制調査会説明資料（消費課税等）３４頁より引用。
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数年前まで日本より若干よかったが，現時点では日本以上に高い滞納率である。韓国の消費税の課税期

間が６ヶ月間であり１５），予定申告納付も３ヶ月であるため，日本同様景気悪化と業者の資金繰り問題がこ

のような事態を招いているのかも知れない。そこで，インボイスを採用し，かつ，毎月の予定申告納付制

度を採用しているドイツの場合をみてみよう（表６参照）。

最近は少し減少気味ではあるものの，製造業者を納税義務者にした場合のような極端な低滞納率ではな

く日本の消費税よりややよい程度であり，かつての物品税の水準のようである。こうしてみると，滞納率

予防という観点からは，インボイス導入と納期の

早期化は一定の効果はあると思われるが，問題を

根本的に解消するものとまではいえないであろ

う。滞納率を下げることに着目するのであれば，

製造業者だけを納税義務者とする単段階の個別消

費税の方が望ましい。しかし，全小売業者を納税

義務者とする一般消費税制度を前提とするのであ

れば，直接税並の滞納率を覚悟しつつ，納期の早

期化等で対応するしかないように思われる。

おわりに

以上のように，消費税の滞納増加問題については，私見によれば，現時点では必ずしも異常とはいえな

いように思われるが，滞納率がどの程度を越えた場合に当該税制に制度的欠陥があり，改正を要すると言

えるのかは，今後研究を要する重要課題の一つであるように思われる。事業税における外形標準課税等が

実施されると，この問題は一層重要になってくることも予想されよう。

本稿では，平成１０年度決算検査報告で指摘された登録免許税と消費税の問題を素材に，税制と会計検査

表６ ドイツの消費税滞納率（単位１００万マルク）

売上税収 滞納額 滞納率

１９９５ ２０３５０５ ９１３１ ４．５％

１９９６ ２０４６９７ ８８３１ ４．３％

１９９７ ２０４２０１ ８１００ ４．０％

１９９８ ２０８２７７ ８０６２ ４．０％

１９９９ ２２２６２７ ７３５８ ３．３％

*Bundesministerium der Finanzen, Stand und Entwicklung der Steuer-

ruckstände １９９９,５／２０００,より作成

表５ 韓国附加価値税の滞納率（単位百万ウォン）

年度 徴収決定額 不納付欠損額 未 収 納 額 滞納額合計 滞 納 率

１９９０ ７，１８７，６７０ ６８，１５９ １５５，０９２ ２２３，２５１ ３．１％

１９９１ ８，５８８，３６０ ６２，６８９ ２７３，０４４ ３３５，７３３ ３．９％

１９９２ １０，６１０，９９２ １０１，７０３ ４３２，９９３ ５３４，６９６ ５．０％

１９９３ １２，２８７，１１４ １５２，５６２ ４４７，０４６ ５９９，６０８ ４．９％

１９９４ １３，７６２，５７６ １７０，１４４ ５３４，４５９ ７０４，６０３ ５．１％

１９９５ １５，７５４，２１１ ３６５，２７８ ７５２，０４０ １，１１７，３１８ ７．１％

１９９６ １８，２２５，２５７ ４６９，４８１ ９６６，２３７ １，４３５，７１８ ７．９％

１９９７ ２１，４７３，１２７ ５７２，２７９ １，４１２，８５７ １，９８５，１３６ ９．２％

１９９８ １８，２００，８７４ ９８１，２１８ １，５１２，８５１ ２，４９４，０６９ １３．７％

＊（玄鎮権『租税関連統計資料集』韓国租税研究院１９９７年より）。なお，本資料は高正臣税理士から

提供いただいた。記して謝意を表したい。

１５）韓国の消費税については，高正臣「韓国付加価値税の仕組みと問題点」（日本租税理論学会編『消費税施行１０年』法律文化社，２０００年）１６１頁

以下等を参照。
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の関係を検討してみた。同決算検査報告が税の使途の検査のみならず，徴収の実態調査や租税制度の制度

的欠陥の指摘を通じて，税制自体の改正を促す威力を秘めていることを示したことは重要であり，会計検

査院の決算検査報告が与える税制改革への影響に今後も注目していきたい。
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